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ガーナ北部における市場経済の浸透と 
農業技術の変化
─ダグンバを事例として─

中曽根　勝　重*
（平成 25 年 2 月 21 日受付/平成 25 年 6 月 7 日受理）

要約：現在，ガーナでは市場経済の浸透度の相違により，南部と北部の地域間格差が拡大する傾向をみせつ
つある。しかし，ガーナ北部の農村でも市場経済化の影響により慣習社会の一部が変化してきており，農民
が利用する農業技術に変化を生み出しつつある。本稿では，ガーナ北部の農村で実施した調査結果をもとに，
農民が利用する農業投入財の変化から当該地域における市場経済の浸透と農業技術の変容について検討し
た。
　その結果，ガーナ北部の農民は，農業を主体とする自分達の生活を維持するために，不足する人力を人力
以外の労働力で補い，内給や外給の投入財を利用することで，ある一定の生産量を維持していることが明ら
かとなった。そして，市場経済化が進むガーナ北部の農村では，それぞれの農民が外部環境の変化に柔軟に
対応しながら生活を送っている。
　しかし，アフリカの農民の多くが，それまで維持され続けてきた農業生産の基礎的な部分をなす自家消費
向けの食料作物生産を放棄して，一気に別の生産活動に重心を移すことは少ない。そのため，自家消費向け
の作物生産を主体とした農業を営むガーナ北部農民の外部環境変化に対する対応が，最終的に販売向け作物
生産を主体とする農業の展開にまで結びつくとは想像しづらい。
　とはいえ，ガーナ北部の農村部でも急速に進む市場経済化は，少なからず彼らの農業を変化させつつある。
しかし，この変化は，あくまでも外部環境の変化に対する彼らの柔軟な対応であり，その進む先に安定的な
農業開発の方向性が示されているわけではない。そのため，改めてガーナ北部の農業を詳細に把握し，長年
営まれてきた農業をベースとした技術の改善を遂行していくといった農業開発が望まれる。

キーワード：ガーナ北部，地域間格差の拡大，市場経済の浸透，農業技術の変化

1． は じ め に
　1970 年代に低迷を続けていたガーナ共和国（以下，ガー
ナとする）の国家経済は，1981 年にローリングス（Rawlings）
がクーデターによって政権を掌握したことにより，次第に
改善の方向へと転換した。ローリングス政権は，世界銀行
および IMF（International Monetary Fund：国際通貨基金）
の勧告する構造調整政策を受け入れて，積極的に経済自由
化を進めることで経済の復興を目指したのである1）。
　とくに国家の主要部門であった農業部門では，カカオの
生産者価格の引き上げによって生産量を増大させ，かつ政
府歳入を確保するために流通コストを削減させた。その結
果，農業部門の主要輸出産品であるカカオは 1980 年代中
旬～1990 年代後半まで生産量の増加をみせ2），カカオ生産
の中心であるガーナ南部の農民は経済的な恩恵を受けるこ
とができた。しかし，カカオやその他熱帯特有の輸出向け
農産物の栽培に適さないガーナ北部の農民は，食料作物の
栽培を中心とする農業で生計を営んでいるため，生活必需

品や雇用労働賃金の価格上昇と緊縮財政にともなう政府の
農業サービスの低下によって，経済的に不利な立場に追い
やられた3）。
　現在，ガーナ南部では，高い農業生産ポテンシャルを生
かし輸出向けおよび国内販売向けの作物栽培を主体とする
農業が営まれている4）。一方，栽培条件があまり良好とは
いえないガーナ北部では，一般的に食料として利用される
作物の生産を中心に農業が営まれている5）。その結果，販
売を主体とする農業と自家消費を主体とする農業という二
重構造が形成され，異なった現金所得獲得機会の方向を示
し，両地域間に経済格差を生み出している。
　また，ガーナの南部と北部の地域間格差は，拡大する傾
向をみせつつあるが，農村部に市場経済の浸透が強まるに
つれ，ガーナ北部でも慣習社会の一部が変化しつつあるこ
とが指摘されている6）。さらに，ガーナ北部における市場
経済の浸透により農民は，より多くの現金所得を獲得する
必要が強まり，出稼ぎ農業や非農業活動が拡大しつつある。
そして，こうした変化が，ガーナ北部農民の農業労働力の
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確保や農業投入財の利用に変化を生み出してきているので
ある。
　本稿では，以上のような背景のもと，① ガーナの経済
成長と地域間の経済格差を検討した上で，② ガーナの農
業開発戦略と土地生産性および労働生産性の現状を分析
し，③ ガーナ北部の 3 大エスニック・グループの 1 つで
あるダグンバ（Dagomba）の農村で実施した調査結果を
もとに，農民が利用する農業投入財の変化から当該地域に
おける市場経済の浸透と農業技術の変容について検討す
る。なお，ガーナの経済成長と地域間の経済格差を検討す
るために利用するデータは，基本的にガーナ政府およびそ
れに準ずずる機関が発表した数値を利用する。ただし，取
り扱うデータの年次に関しては，入手が可能な限り最新の
ものの収集に努めたが，同一の年次データの入手は困難で
あったため，本稿では，1999～2009 年までの範囲で最新
の数値を利用する。

2．ガーナにおける経済成長と地域間格差
　⑴　ガーナの経済構造と農業部門
　ガーナは 1957 年にイギリスから独立を果たしたが，独
立以降の経済構造は植民地時代に形成された第一次産品の
輸出に依存した状況から脱却できず，独立から 55 年が経っ
た現在もその構造にあまり改善がみられない。その結果，
ガーナの輸出構造は少数の第一次産品に依存しているた
め，国家経済は脆弱な状態にある。2005～2009 年の輸出
産品をみると上位を占めるのは金とカカオであり，この 2
品目で輸出の 65 % 以上を占めている。これらの産品はい
ずれも国際市場価格の変動が激しいため，ガーナの貿易収
入も不安定となり，国家経済が不安定な状況にある。
　表 1 には近年のガーナの部門別 GDP の割合とその推移
を示した。ガーナの GDP に占める産業構成は表示期間を
通して，農業が 35 % 前後を占め，工業が 25 % 前後，商業
が 30 % 前後となっている。さらに細かい分類でその割合
をみると，農業部門内におけるカカオ，林業，漁業を除い
た農業と畜産が国内の最大部門となっており，GDP の 20 %
以上を占めている。ガーナで栽培されるカカオ以外の農産
物は，その多くが国内で消費されるため，国民の食料を確
保するためにも農業部門の重要性は高い。

　また，ガーナの就業人口割合をみると 2010 年の時点で
約 65 % の人々が農業に従事しており，農村部で生活する
人口も同じ 2010 年で約 56 % を占めている8）。したがって，
産業構成および就業人口割合，そして輸出産品構成の観点
から，ガーナでは現在も農業部門が最も重要な産業部門の
1 つであることはいうまでもない。さらに今後，国家の経
済成長を進めるために工業化を促進していく過程で必要な
雇用の創出源としても農産加工品部門は重要な役割を果た
すであろう。事実，農業部門の重要性を認識しているガー
ナ政府は，農業部門および農産品加工部門の成長が国家の
経済成長に欠かせないと捉えており，これら部門の成長を
通じて 2015 年までに中所得国の地位を獲得するという開
発目標を掲げている9）。

　⑵　経済成長と農業部門の推移
　1983 年，ガーナではローリングス体制の下で IMF・世界
銀行の勧告する構造調整政策が導入され，国内の経済政策
として「経済復興計画（Economic Recovery Programme）」
を施策・施行し，経済の立て直しに取り組んだ。経済復興
計画では，為替政策や財政政策の改善の他に，国内の主要
産業である農業部門において，それまで農民が受け取るべ
き正当な利益が都市住民の快適な生活のために搾取されて
きた状況を改善するために，農民への利益還元を目的とし
たさまざまな政策が実施された。その結果，1984 年以降
の 10 年間に年率平均約 5 % の実質成長率を記録し10, 11），

「IMF の優等生」と呼ばれるようになった。このマクロ経
済指標の改善というパフォーマンスは，高い経済成長率の
維持という点では一定の評価を与えることができるが，一
方で，多額の債務返済が国内の経済を圧迫し，植民地時代
から継続される第一次産品輸出による外貨獲得という脆弱
な経済構造を改善するまでには至らなかった。
　2001 年，大統領選挙に勝利したクフォー（Kufuor）は，
国内の財政に大きな負担をかけている累積債務問題を解消
するために，拡大 HIPC（Heavily Indebted Poor Countries：
重債務貧困国）イニシアティブの適用による債務救済申請
を決定した。その後，2004 年には拡大 HIPC イニシアティ
ブの完了時点に達し，総計で約 35 億ドルの債務帳消しが
決定した12）。このようにガーナの対外政策は，クフォー政
権によって大きく転換をすることになったが，国内の経済
成長に向けた戦略は，ローリングス時代から推進されてき
た経済の自由化と民間セクターの活用という路線を継承し
た。その具体的な政策計画は，「ガーナ貧困削減戦略（Ghana 
Poverty Reduction Strategy：GPRS）」として作成され，
中期的な目標として包括的開発戦略が示された。この戦略
書は，2003 年と 2005 年の 2 回作成されているが，最初に
作成された GPRS Ⅰでは経済開発の推進と貧困削減に重
点をおいた目標が掲げられたのに対し，2 度目に作成され
た GPRS Ⅱではガーナの経済が「復旧と復興」の状態か
ら「加速的成長」の段階に移行しつつあると判断した上で，
さらに経済成長を促進させて 2015 年までに中所得国の仲
間入りを実現させることが目標として掲げられた13, 14）。
　ここで近年におけるガーナの経済成長率をみるために，

表 1　部門別 GDP の割合とその推移
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表 2 に GDP 成長率と部門別の成長率を示した。
　GPRS を前提とした成長戦略下における 2004～2009 年
のガーナにおける GDP 成長率は 4.9～7.2 % を記録してい
る。ガーナでは構造調整政策の導入以降，長期間にわたっ
て GDP 成長率はプラスを示してきたが，GPRS を導入し
た近年でもその傾向は継続している。
　次にガーナの主要産業である農業部門に注目すると，部
門全体を通しては 2004～2007 年にかけて GDP 成長率が
低下傾向を示していたが，2008 年以降急速に回復した。
農業部門の中でもとりわけ GDP の割合が大きい農業・畜
産部門は，2004～2009 年にかけて 3.3～8.2 % の安定した
成長率を維持しており，今後もプラス成長の継続が期待さ
れる。

　⑶　国内の地域間格差
　ガーナは，構造調整政策と拡大 HIPC イニシアティブと
いう異なった 2 つの政策方針をとりながら，比較的安定し
た成長を維持してきた。この間のガーナ国内における経済
成長戦略は，経済の自由化と民間セクターの活用を基本路
線としてきたのはすでに述べたとおりである。この経済の
自由化は，当然，ガーナの主要産業である農業部門や主要
輸出産業の 1 つである鉱業部門でも進められている。しか
し，ガーナの主要輸出産品である金とカカオはガーナ中南
部で生産されており，ガーナ政府の経済成長戦略もこの中
南部を中心に展開されてきた17）。一方，特別な天然資源を
もたないガーナ北部の主要産業は農業である。しかし，ガー
ナ北部の気候はギニアサバンナ帯に属し，雨季と乾季が明
確に分かれているため，降雨に依存した農業は 1 年 1 作と
なる。また，こうした栽培条件は，熱帯特有の輸出向け作
物の栽培にはあまり適さない。そのため，この地域の農業
を一言でいえば，国内消費向けの食料作物生産が行われて
いるということになる。そして，目立った鉱物資源を保有
しないガーナ北部は，長い期間，政府の経済成長戦略の対
象からはずされてきた。この南部と北部に対する異なった
成長戦略の導入という問題は，最近のガーナにおける国内
の経済格差を拡大させる要因として認識が高まっている18）。
　表 3 には，ガーナにおける州別の 1 人当たり年間所得の
推移を示した。
　このデータは，ガーナ政府が国内の全域で大量の世帯を

対象としたサンプル調査に基づいて計測して発表したもの
を利用している。1999 年と 2006 年のいずれにおいても，
ガーナの南部に位置し首都を擁するグレーターアクラ州や
鉱物資源を保有しかつ農業生産のポテンシャルが高い中南
部のアシャンティ州などの所得は高い（後述の図 4 を参
照）。他方で北部 3 州と呼ばれるノーザン州，アッパーウェ
スト州，アッパーイースト州の所得は明らかに低く，全国
の平均を大きく下回っている。したがって，ガーナ国内に
おける南部と北部には明確な経済格差が存在する。
　次に 1999 年および 2006 年のガーナにおける都市部住民
と農村部住民の所得状況を確認する（表 4）。両年ともア
クラを中心とする都市部住民の 1 人当たり所得が農村部住
民の 1 人当たり所得よりも高くなっており，世帯所得も農
村部世帯のほうが低い。農村部の所得状況をさらに詳しく
みると，1999 年の時点で南部沿岸地帯の農村部での世帯
および 1 人当たり所得は中南部森林地帯よりも低かった
が，2006 年には南部沿岸地帯の 1 人当たり所得が農村部
の中で最も高くなっている。この背景には，都市部に隣接
する南部沿岸地帯の農村部で換金性の高い野菜や果物の生
産・販売と輸出向けの果物生産などが増加していることが
考えられる21）。他方，北部サバンナ地帯では，1 人当たり
所得および世帯所得ともに，国内の都市部および農村部の
中で最も低い値を示している。
　さらに，同年のガーナ農村部における世帯所得源につい
て図 1 に示した。南部沿岸地帯では，雇用賃金所得と農業
所得の割合が増加しており，農業外自営業からの所得が減
少した。中南部森林地帯では，農業からの所得が減少して
いるものの，2006 年の時点でも総所得の半分を農業から
得ており，農業に対する依存度は比較的強い。北部サバン
ナ地帯は，農村部の所得額が最も低い地域であるが，総所
得に占める農業所得の割合は 1999 年の時点でも 70 % を超
えており，2006 年の時点では農業所得の割合がさらに多
くなっている。このように農村部における所得源は，どの
地域でもその多くを農業に依存しており，とくに南部沿岸
地帯では農業に対する依存度が強化されていることがうか
がえる。所得源の割合の変化からみる限り，ガーナ農村部
で農業から非農業への移行という単線的な脱農業化が進行
しているとはいえないのである。
　以上，近年におけるガーナの所得獲得状況を確認してみ
ると，① 鉱物資源が豊かで農業ポテンシャルの高い南部
と鉱物資源もなく農業条件の悪い北部には地域間の経済格

表 2　ガーナのＧＤＰ成長率と部門別ＧＤＰ成長率の推移 表 3　州別 1 人当たり所得の推移
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差が存在し，さらに，② 都市部と農村部でも経済格差が
存在することが明らかとなった。この 2 つの経済格差は，
南部と北部，都市と農村というマトリクス構造を形成させ，
南部における都市部と北部における農村部の経済格差を拡
大させる傾向を強めている。また，③ 農村部では所得源
としての農業の重要性は高く，その重要度は近年むしろ高
まっている。農村部では，所得レベルが低いからといって
農業から離れて非農業活動に移行するといった傾向はみら
れず，むしろ農業への依存度は高まっている。

3．農業開発の課題と農業生産性
　⑴　農業政策
　GPRS の実施にともない，農業部門では「食料農業部門
開 発 政 策（Food and Agriculture Sector Development 
Policy：FASDEP）」が策定・施行された。FASDEP Ⅰは，
1996 年に規定された農業の加速と成長の開発戦略に基づ
き，農業部門の近代化戦略を実施するための枠組みとして
構築された政策である。この政策では，農業部門の重点課
題として，① 人的資源と管理能力の開発，② 農業信用の
提供，③ 技術開発と普及，④ インフラ整備，⑤ 市場アク
セスの向上，⑥ 食料安全保障の確立，⑦ 潅漑開発と管理，
の 7 分野を最優先課題に取り上げている。しかし，2006
年になると，それまでの FASDEP Ⅰの実施によって得ら
れた教訓とニーズの変化に対応するため，この FASDEP
Ⅰを改訂する必要が出てきた。
　2007 年に策定・施行された FASDEP II では，FASDEP
Ⅰの課題をより具現化するために，① 市場主導型の成長，
農業部門内のすべての資源活用，② 資源の乏しい農民の
食料安全保障と所得源の多様化，③ 科学技術の活用と環

境の持続的管理，そして，④ 商品価値の向上に関する取
り組み，が強化された。さらに，FASDEP II では，農業
部門に関わるすべての利害関係者（農民，加工業者，取引
業者，民間セクターなど）の効果的な協力と協調を通じて，
政策の実施を促進することが求められた。この取り組みは，
農業部門が直面している問題を改善させることで農民の所
得が向上し，新たな雇用の創出と成長の加速が進むことで，
最終的には貧困削減と食料安全保障の達成につながる政策
であることが強調された22）。
　実際に実施された FASDEP Ⅱでの農業開発計画では，
農業部門の構造改革を図るために投入財市場と生産物市場
の改善が進められた。投入財市場では，土地，天然資源，
農業投入財などが農業生産で有効に利用できるように，農
業信用の強化や工業製品の確保が強化された。一方，生産
物市場では，販売される数量，取引価格，生産者の所得，
食品流通や食品加工，農産物貿易などに焦点を当て，市場
原理に基づく改善への取り組みが実施された23）。まさに
FASDEP の意図するところは，ガーナの農業部門におけ
る市場経済化の促進であった。
　FASDEP Ⅱにおけるその他の農業開発計画としては，
① イモ類の生産性向上と販売戦略計画，② 多年生作物の
促進計画，③ 若年層支援計画，④ 北部成長計画，など複
数の計画が実施されており，農業部門がガーナ経済の成長
の源として位置づけられていることがうかがえる。

　⑵　農業生産性と農業投入財
　ガーナにとって農業部門は国家経済の成長を主導する重
要な部門として位置付けられている。しかし，実際にガー
ナで生産されている作物の単位面積当たり収穫量（以下，
単収とする）は，相対的に低いのが実状である。表 5 には，
ガーナ国内で生産されている主要な作物の単収とガーナの
作物研究所（Crop Research Institute）が推計した達成可
能な単収を示した。この達成可能な単収は，推奨された技
術がより効果的に普及されて使用された場合に達成される
単収として示されている。しかし，この値は作物研究所に
よる試験栽培が基準とされているため，実際の農家の圃場
とは栽培条件が当然異なるが，ガーナの食糧農業省は，あ
くまでもこの値を潜在的な達成可能な単収として認識した
上で発表している24）。そのため，本稿でもこの値をガーナ
で生産されている作物の達成可能な単収として取り扱うこ
ととする。
　ガーナ国内で消費されているイモ類，穀類，マメ類など

表 4　ガーナの都市部および農村部における所得の推移

図 1　ガーナ農村部の世帯所得源の変化
出所：表 3 に同じ
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の食料作物は，大部分が達成可能な単収の半分以下の値を
示している。例外なのはプランティンとココヤムで，これ
らの作物は達成可能な単収に近い値を示している。また，
独立以降，ガーナの国家経済を支えてきたカカオの単収も
達成可能な単収に対して半分以下の値を示しており，その
他にも輸出作物に分類されるパイナップルやパパイヤなど
といった果樹類や国内消費向けに栽培されている野菜類の
大部分が，達成可能な単収の半数以下もしくは半数に近い
値を示している。したがって，ガーナでは多くの作物の単
収の増大を図り，農業開発を推進していくことが望まれて
いる。
　原26）は，農業開発が，経済開発の一環である限り，基
本的には農民 1 人当たりの農業生産性（労働生産性×土地
生産性）を増大させるものでなければならないと述べてい
る。また，荏開津27）によれば，農業の生産は，生物・化
学的過程（技術）と機械的過程（技術）の 2 つの側面をもっ
ている。したがって，農民 1 人当たりの農業生産性を向上
させるための手段としては，生物・化学的技術と機械的技
術の向上を図ることが重要となる。生物・科学的技術とは，
化学肥料や農薬の利用に代表され，土地生産性を向上させ
る。そして，機械学的技術は，トラクターや収穫機を導入
して労働力の軽減を図り，労働生産性を向上させる。つま
り，農業生産性を増大させ，農業開発を推進していくため
には，化学肥料や農薬の利用を増大させ，農業機械の導入
を促進していくことが重要である。
　一方，ガーナで作物の単収が低い理由として，第一に，
その自然条件や気候条件，そして土壌条件によって左右さ
れる栽培条件が恵まれていないこと，第二に，土地生産性
を向上させるための投入財の利用が極めて少ないことがあ
げられる。さらに，農業生産性を増大させるために必要な
もう 1 つの要素である労働生産性を向上させるための技術
導入も遅々としている。
　そこで，まず最初に土地生産性の状況を確認するために，
ガーナの化学肥料と農薬の利用状況に注目する。ガーナの
化学肥料や農薬の利用量については，現地農民の購入単位

が缶詰の空き缶 1 杯から 50 kg の肥料袋までさまざまであ
るため，実際の投入量に関する詳細データを入手すること
は困難である。そこで，化学肥料および農薬の利用量の参
考として，近年のガーナにおける化学肥料の輸入量と農薬
の輸入量をそれぞれ図 2 と図 3 に示した。ただし，両者と
も保存期間が長期に渡ることもあるので，ある年の輸入量
と実際に投入された量とは異なる可能性があることを注意
しなければならない。
　化学肥料の輸入量の推移に注目すると，輸入合計量は
2004 年以降，急激に増加している。最も輸入量が多いの
は NPK 系の肥料であるが，2008 年は原油価格の高騰にと
もない NPK 系肥料の価格が上昇したことで，輸入量が激
減した。その結果，国内の NPK 系肥料が不足したため，
2009 年の輸入量は，2007 年の 2 倍以上，2008 年の 10 倍
以上まで増加した。その他の化学肥料としては，アンモニ
ア系やリン系の肥料の輸入量が増加しつつある。農業の土
地生産性を向上させるためには，適切な化学肥料を導入す
ることが重要な課題であることはいうまでもないが，ガー
ナではさまざまな化学肥料の輸入量が増減を繰り返してい
る様子から，導入すべき化学肥料を模索しているようにも
感じられる。ただし，ガーナの農業にとって元来土壌の栄
養分が少なく土壌深度も浅い状況下において過度の耕作を
続けてきたことで，これまで通りの生産性を維持するため
には，化学肥料の投入が重要であると考えられる。

表 5　ガーナにおける主要作物の単収とその可能単収（2008 年）

図 2　ガーナの化学肥料の輸入量
出所：Ghana Statistical Service（2009）28）より筆者作成

図 3　ガーナの農薬の輸入量
出所：図 2 に同じ
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　また，農薬は化学肥料の輸入量と比較してかなり少ない
が，その輸入量は 2005 年以降，急激に増加している。と
くに輸入が多い農薬は，殺虫剤と除草剤の 2 種類である。
労働時間や労働にかかるコストを軽減するためには，これ
ら農薬の利用が有効であることは間違いないが，その価格
は現地農民にとって非常に高価なため利用できる農民は限
定されている。
　次に，労働生産性の状況を確認する目的で，農業機械の
使用台数を調べた。ただし，農業機械の使用台数に関する
データはガーナ政府から発表されていないため，国連食糧
農業機関（FAO）によって公表されている統計を利用した。
このデータによると，2005 年の時点にガーナ国内で利用
されていたトラクターの台数はわずか 1,807 台である。
1960～1980 年代までは 2,000 台を超えていたことを考える
と，故障の台数を考慮したとしてもその利用台数は 20 年
以上の間ほとんど増加しておらず，限りなく少ない値を示
している。また，収穫機にいたっては，最も多かった
1980～1990 年代でも 150 台程度に過ぎず，ガーナの農民
がいかに機械を利用せずに人力依存での農業を営んでいる
かがうかがえる（表 6）。
　以上のように，ガーナでは国家経済の主要部門に位置づ
けられている農業部門においても市場経済化を促進する政
策がとられているものの，未だに国内の作物の単収は低く
農業機械の導入も遅れている。近年では，農業生産性の向
上を目指し，化学肥料・農薬や農業機械の積極的な輸入を
行っているが，その成果が良好であるという報告は，2012
年の時点で行われていない。

4．ガーナ北部における農業技術の変化
　⑴　ガーナ北部ダグンバ地域の農業
ガーナ北部における最大のエスニック・グループがダグン
バ で あ る。 ダ グ ン バ が 居 住 す る 地 域 で は， 屋 敷 畑

（Compound farm）とブッシュ畑（Bush farm）で農業が
行われている。屋敷畑は文字通り農民が生活する屋敷（コ
ンパウンド）の周辺にある畑で，家畜の糞尿や家庭からの
残滓などによる有機物をよく含んだ土壌のため生産性が高
いとされている。ただし，1990 年代以降は，人口増加の
影響からコンパウンド当たりの屋敷畑の面積が減少してい
ることが報告されている30）。ブッシュ畑はコメを除いた穀
類やイモ類などが栽培される平地畑（Upland）と，コメ
を栽培する低地畑（Lowland）に分けられる。この畑は屋
敷に近接するものもあれば屋敷から数キロメートル離れた
ものもあり，農民やその家族が必要とする自家消費向け作
物と国内消費向け作物が栽培されている31）。
　ダグンバ地域では，イモ類，穀類，マメ類，野菜類など
多種類の作物が栽培されている。イモ類の中心は，ヤムと

キャッサバである。ヤムはこの地域で重要な作物の 1 つで
あるものの，栽培には重労働が必要となる。キャッサバは，
栽培コストが低く乾燥チップにしてからの運搬が行いやす
いのに加え，労働投入も少なくて済むため，近年はこの地
域で重要な作物になりつつある。穀類はトウモロコシ，ト
ウジンビエ，モロコシ，コメが栽培されている。従来，穀
類はマメ類と混作されていた。混作は穀類のトウモロコシ
とモロコシに加え，マメ類のラッカセイが組み合わされ，
これら 3 つの作物がこの地域で最も重要な作物と認識され
ていた。しかし，近年は混作がほとんど行われなくなり，
穀類は単作で生産が行われている。ただし，生産性の低い
モロコシやトウジンビエはあまり栽培されなくなってきて
おり，ほとんどの農民はトウモロコシの栽培が中心となっ
ている。また，コメはこの地域にとって伝統的作物ではな
いものの，現在ではコメを国内消費向けの販売作物として
栽培する農民が増えてきた。この地域でのコメ栽培は低地
の畑で行われており，栽培を行っているのは若者が中心で
ある。マメ類は，ラッカセイの他にもササゲ，キマメ，バ
ンバラマメ，ダイズなどが栽培されている。ただし，ラッ
カセイ以外のマメ類の栽培はあまり積極的に行われていな
い。その他，オクラやトウガラシなどの野菜類も栽培され
ているが，これらの作物は自家消費向けのため生産量は限
られている32）。
　この地域の基本的な作付方式は，ブッシュ休閑輪作であ
る。ブッシュ休閑輪作とは，一定期間の栽培と休閑を繰り
返して行う作付方式であるが，ブッシュ畑の作物ローテー
ションは，土壌養分の状態によって栽培サイクルが決めら
れる。従来，ダグンバ地域では一定の畑で 4～5 年間作物
が栽培され，その後 1～5 年間は休閑期とされていた。休
閑開けに栽培されるのはヤムで，その後に穀類とマメ類の
混作・間作が 2～3 年間行われ，4 年目は穀類やマメ類が
単作で栽培されていた。そしてサイクルの最後には比較的
やせ地にも強いが地力収奪性の高いキャッサバが栽培さ
れ，その後の休閑期に土壌栄養分を取り戻すというサイク
ルが繰り返されていた。しかし，ブッシュ休閑輪作による
作付けは，近年の人口増加により 1 人当たり土地面積の減
少などが原因で休閑期の縮小や休閑期をおかずに連続して
作付けを行う無休閑での土地利用が行われるようになって
きており，土壌栄養分の低下が大きな問題となってきてい
る33）。

　⑵　調査村の概要
筆者は，ダグンバ地域における営農方式の特質を明らかに
する目的で 2000～2011 年にかけて継続的に現地調査を実
施してきた。調査は，図 4 に示した北部州（Northern 
Region）トロン–クンブング郡（Tolon-Kumbung District）
の中規模な農村である Tingoli 村（以下，T 村とする。）
と小規模な農村である Gbullung 村（以下，G 村とする。）
の 2 ヵ村を対象に実施した。
　さらに 2005 年以降は，T 村と G 村のそれぞれ 5 コンパ
ウンドを対象に，① 家族構成や生活などを対象としたコ
ンパウンドレベル，② 栽培作物や生産および消費などを

表 6　ガーナにおける農業機械使用台数の推移
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対象とした農民レベル，③ 栽培技術や労働手段などを対
象とした畑レベル，そして④ 作業スケジュールや農作業
などを対象とした作物レベル，という 4 段階に分類した聞
き取り調査を，営農方式の変化を明らかにする目的で実施
している。
　Oppong35）によれば，ダグンバは，単一の住居であるイ
リィ（Yili），すなわちコンパウンドが生活の基本である
と述べている。父系集団であるダグンバの各コンパウンド
は，原則的に 1 つの祖先から構成された家系に基づいて構
成される。そして，家長であるイリィ・イダナ（Yili 
Yidana）がコンパウンドにおける経済活動を管理する。
　一方，ダグンバにおける土地は，ダグンバの大首長であ
るヤーナー（Ya-Na）から土地を分け与えられた各農村の
首長が，コンパウンドに土地を割り当てる。したがって共
同体的土地保有の末端がコンパウンドである。さらに農村
の首長から土地を割り当てられたコンパウンドの家長は，
その保有する土地をそれぞれの意志でコンパウンドメン
バーへ再分配している。また，コンパウンド内の食料確保
に関する基本的な決定権は家長にあるが，コンパウンドの
営農は，家長と土地を分け与えられたコンパウンドメン
バーがそれぞれ分担しているため，栽培作物の選択は基本

的に個々の農民が決定している。家長（もしくは年配の農
民）は，各農民が収穫した農産物の自家消費分を決定し，
それらをコンパウンド共通の倉庫に保存して必要に応じて
消費する。つまり，コンパウンドの個々の農民は，その収
穫量に関わりなく，家長の決定に従ってコンパウンドメン
バーの自家消費用作物を生産する役割を担っている。また，
各農民が収穫したコンパウンドメンバーの自家消費用以外
の農産物の利用に関しては，個々の農民に決定権が委ねら
れ，販売によって獲得した現金は個人の管理となる。
　したがって，1 つのコンパウンドに同居する個々の農民
は，それぞれがおかれた状況に応じてコンパウンドという
共同体的営農に対し何らかの役割を担いつつ，一方では，
それぞれが与えられた土地の中で個人的営農も同時に行っ
ている。つまり，ダグンバのコンパウンドでは，重層的な
営農構造が形成されている36）。
　T 村は，北部州の州都であるタマレ（Tamale）から西
へ約 20 km 離れたところに位置しており，タマレとトロ
ン（Tolon；トロン–クンブング郡の郡都）を結ぶ幹線道
路からは約 8 km 離れたところに位置している。おおよそ
100 のコンパウンドに 1,600 人以上が居住するこの村は，
成人のほとんどが農業に従事しており，農業以外に目立っ
た産業は存在しない。生活インフラについては，夜間の灯
りとして電気が使用できるものの，調理などに使用される
燃料は薪炭が使用されている。水道はなく生活用水は農村
近隣の池や川から水を汲んで利用している。村内ではマー
ケットが開かれないので調味料や日用品などは，8 km ほ
ど離れた一番近くの町のマーケットやタマレのマーケット
まで出向かなければならない。また，この村には公立の小
学校が 1 つあり，農村に住む半数近い子供が毎日通ってい
る37）。
　一方，G 村は，T 村よりも規模が大きく，250 以上のコ
ンパウンドに 4,000 人以上が暮らしている。この村はタマ
レとトロンを結ぶ幹線道路から約 10 km 離れており，タ
マレからは約 25 km の所にある。G 村は，電気が通って数
年しか経っていないため，夜間の灯りは現在も灯油ランプ
を用いるケースが多くみられる。調理などの燃料は T 村
と同様に薪炭でまかなわれており，生活用水は，掘り井戸
を利用する農民も一部存在するが，多くの住民は農村近隣
にある溜池の水を利用している。G 村も T 村と同様に農
業以外に目立った産業はなく，大部分の住民が農業に従事
している。この村には一通りは診察が可能な診療所があり，
裁縫屋やタバコなどを扱う小さな雑貨屋などもある。また，
この村では決まった曜日ではなく 6 日周期で開かれるマー
ケットがあるため調味料や生活用品はここで入手する人が
多いが，1 日がかりでタマレのマーケットまで買い物に行
く人も多い。村内には公立の小学校とイスラム学校が 1 校
ずつあるが，毎日通学する子供の数は就学適齢期の児童全
体の半数ぐらいである38）。

　⑶　労働の担い手と農業投入財利用の変化
　ダグンバが居住する農村では大家族制での同居が一般的
で，1 つのコンパウンドには 10 人以上で居住しているこ

図 4　調査地周辺図
出所：Ghana Statistical Service（2000）34）をもとに筆者作成
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とが多い。また，家族構成は，家長を柱として直系の家族
だけでなく傍系の家族も含む大家族となっている。さらに
1 つのコンパウンドには複数の農民が同居しており，一面
では個人的に，他面では協力して農業を営んでいる。
　農作業は，雇用労働，交換労働，共同労働といった家族
以外の労働も利用されることがあるが，基本的な農作業は
家族労働で行われる。雇用労働は，主に都市部の労働市場
から供給される賃労働であるが，場合によっては同じ農村
や近隣の農村に住む人を賃労働として利用することもあ
る。交換労働は，近隣コンパウンドの住人や友人から提供
された労働を自身の労働で返すという作業の交換を指す。
共同労働は，近隣のコンパウンド住民が農作業を手伝う場
合であるが，この種の労働は純粋に作業の交換や効率性を
あげるための共同作業というわけではなく，作業後には一
般に収穫物が報酬として支払われる39）。
　表 7 には，T 村および G 村で調査対象農民が利用した
労働者数の推移を示した。T村とG村の調査対象農民数は，
2005 年以降，一時的に増加しているが，2009 年以降は，
減少傾向を示している40）。両村とも全ての農民が家族労働
を利用しているため，調査期間中における家族労働の利用
の推移は調査対象農民の増減と全く同じ推移をみせてい
る。また，両村とも交換労働を利用する農民は基本的に少
ない。共同労働は，T 村および G 村とも 2005 年は比較的
多くの農民が利用し，その後の数年間はあまり利用されな
くなっていたが，2009 年頃から再び利用する農民が増え
ている。賃労働は 2 つの村で若干異なる傾向を示している。
T 村は農民数に対し賃労働を利用する割合が小さい。これ
は農民数が比較的多い T 村では，労働力が家族労働であ
る程度まかなえていることがうかがえる。一方の G 村で
は T 村と比較して，賃労働の利用者数が多い。とくに近
年は，3 割前後の農民が賃労働を利用しており，家族労働
の供給が不安定であると考えられる。なお，賃労働を利用
する農作業は，人力による除草作業や耕起作業が多く，一
部では収穫作業を依頼する場合もある。
　ダグンバ地域で営まれる農業の基本的な労働手段は，そ
の大部分が人力に依存した伝統的な農具であり，クワ，カ
トラス（山刀）を中心に，ナイフやカマなども利用されて
いる。農作業で利用された農具をみると，ほとんどの作業
でクワが利用されている。耕耘作業は大部分がクワによっ
て行われるが，クワの種類はイモ類を植え付けるためのマ
ウンド造成や穀類およびマメ類を作付けするための畝立て
など畑の成形の用途に応じて種類が分化している。作物に
よっては，トラクターや農耕牛を利用した耕耘作業もみら
れるが，利用されるのは穀類やマメ類など畝に作付けが行
われる作物が中心である。播種作業も主にクワや掘棒が利
用され，除草作業はすべてがクワを利用するか手作業で行
われている。収穫作業では，穀類がナイフやカマを利用す
るか手作業で行われ，イモ類は手作業かクワもしくはカト
ラスが利用される。なお，播種に利用する掘棒は，作業の
たびに作られることが多く，所有農具としては意識されて
いない41）。
　しかし，先述したようにガーナ北部でも，近年の人口増

加により土地の細分化が進み，従来のブッシュ休閑輪作方
式による作物栽培では，生産性を維持することが困難と
なっている。そのため，トラクター利用による労働の省力
化や化学肥料投入による単収の向上を目指すなど，いわゆ
る外給財の利用が増加してきている。
　トラクターは主に畑の耕耘作業に利用されるが，多くの
農村にはトラクターの所有者がいないため，トラクターに
よる賃耕の希望者は，耕耘時期に都市部のトラクター動力
オペレーターやトラクター所有者に依頼し，耕耘作業を行
う。しかしトラクターは，動力オペレーターが操作を行う
ため利用コストは高額になる。そのため，不定期になりが
ちなトラクター賃耕への不安と賃耕のコスト負担がネック
となっており，とくに現金収入が少ない農民にとって利用
が難しい。一方，畜力の利用による耕耘作業も近年増加傾
向にある。とくにコンパウンドの家長や年配の農民は，一
般的に土地面積が大きいので，耕耘作業の効率化を図る目
的で，畜耕に利用する農耕牛の保有を希望する傾向が強 
い42）。
　表 8 には，T 村および G 村におけるトラクター利用お
よび畜耕利用の推移を示した。
　T 村はトラクターを利用する割合が比較的大きい。しか
し，2005 年の時点では農民の 7 割以上がトラクターを利
用していたが，それ以降は一時期トラクターの利用者数が
少なくなったものの，現在では 5 割程度の農民がトラク
ターを利用している。T 村で畜力を利用した農民は，2005
年以降，あまり大きな変化はみられない。つまり，T 村で
は畜耕よりもトラクターの利用を希望する農民が多い。一
方，G 村は 2009 年頃まで，トラクターの利用者は 3 割程
度であった。しかし，2010 年以降は，トラクター利用者
が農民の 5 割程度まで増加しており，農民数が減少してい
る中で，トラクターの利用を希望する農民が増加している
と考えられる。また，G 村では 2005 年の時点で畜耕利用
者の割合が比較的大きかった。その傾向は 2009 年頃まで
続いており，G 村の農民は，トラクターよりも畜耕を利用
する傾向が強かった。したがって，農民数が T 村よりも
少なく労働力の確保が不安定な G 村では，それまでの畜
耕ではなくトラクターを利用する傾向を強めてきている可
能性がある。
　次に農業投入財についてであるが，ダグンバ地域では，
近年，化学肥料を利用する農民が増加傾向にあり，地力維
持を輸入された化学肥料に依存せざるを得ない状況がうか
がえる。利用される化学肥料は，主にNPKとアンモニアで，
施肥の対象作物は，穀類のなかでもトウモロコシとイネが
中心である。また少量の厩肥を利用している農民もみられ

表 7　T 村および G 村の労働利用の推移
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るが，ウシやヒツジ・ヤギの糞はトウモロコシに利用し，
ニワトリやホロホロチョウの糞はトウガラシやオクラに利
用しており，糞の種類によって施肥の対象作物が異なって
いる。ただし，これらの厩肥は，基本的に糞を乾燥しただ
けのものである。さらに，近年では農薬の利用が増加して
きている。利用される農薬は主に除草剤と殺虫剤で，対象
作物は，除草剤がコメに散布され，殺虫剤がササゲに散布
される43）。
　表 9 には T 村と G 村の化学肥料，農薬，厩肥の利用の
推移について示した。T 村の化学肥料の利用についてみる
と，NPK は 2006～2009 年まで 3～4 割程度の利用割合だっ
たものが 2010 年以降は半数の利用割合になっている。ア
ンモニアの利用も NPK と同様に 2010 年以降に利用者の
割合が増えている。また農薬の利用も 2010 年以降に急激
に増加している。しかし，厩肥の利用は調査期間を通して
減少傾向を示しており，2011 年に利用した農民は 15 % に
も満たない。したがって，T 村では内給できる厩肥の利用
が減少傾向を示す中で，2010 年以降に外給の化学肥料と
農薬の利用者が増加しており，農業投入財利用に変化が起
きている。一方の G 村における化学肥料の利用に注目す
ると，あまり大きな変化はみられない。しかし，G 村では
農民数が減少傾向を示している中で，化学肥料の利用者数
があまり大きく変化していないことから，このデータから
は，相対的に化学肥料，とくに NPK への依存度が徐々に
増加してきていることがうかがえる。G村での農薬利用は，
2008 年までは 13 % 以下，それ以降は 30～35 % と利用者
の割合が期間によって固定されており，利用している農民
が限定されている。また厩肥もその利用が極端に少なかっ
た 2009 年以外は，あまり大きな変化がみられず，その利
用者の割合は T 村と比較して相対的に大きい。つまり，G
村では，化学肥料，農薬，厩肥の利用にあまり大きな変化
はみられず，内給財および外給財のバランスを保ちながら，
ある一定の農業投入を維持していることが明らかとなっ
た。

　⑷　農業投入財の変化と農業技術の変容
　T 村および G 村の農業投入財の変化と農業技術の変容
をより詳しく検討するために，いくつかのコンパウンドに
焦点を当てた事例を紹介する。なお，各コンパウンドにお
ける農業生産に関する詳細データの提示については紙面の
制約上割愛する。
　T 村では各コンパウンドにおいてトラクターの利用が比

較的大きいが，化学肥料の利用はコンパウドによって若干
異なる。
　T- 4 のコンパウンドは，農民数の減少により，畜力や厩
肥の利用が減少してトラクターや化学肥料の利用が増加し
た。このコンパウンドの農民数は 2005～2007 年まで 10 人
いたが，その後は農民が徐々に減り，2011 年には半分の 5
人まで減少した。このコンパウンドにおける農民数減少の
理由は，調査期間中に分家を 1 度行ったことと，病気や高
齢によって農業を中止した者や転職を目的とする離農者が
でたためである。2005 年にはコンパウンド全体の土地利
用面積が 10.2 ha あったが，2006 年以降は 10.0 ha を超え
ることはなく，農民数の減少にともなって土地利用面積も
縮小した。2011 年の土地利用面積は 5.1 ha にとどまって
いる。調査期間中の栽培作物は，トウモロコシ・ヤムイモ・
ラッカセイ・オクラの作付けを毎年行っており，キャッサ
バも 2006 年以外は毎年作付けが行われていた。とくにト
ウモロコシとラッカセイの作付面積は 1.2 ha を下回ること
はなく，ヤムイモも 1.0 ha を下回ることはなかった。さら
にキャッサバも 2007 年以降の作付面積は毎年 0.8 ha を上
回っていた。なお，T 村では，ヤムイモを現金所得獲得の
ための販売作物として栽培し，キャッサバを自家消費向け
の食料作物として栽培しているコンパウンドが多い。した
がって，T- 4 のコンパウンドにみる作付動向は，農民の数
が減少し土地利用面積が縮小していく過程でも自家消費向
けの食料作物の栽培を維持し続けていると同時に，現金所
得獲得のための販売作物の栽培も排除していないことを示
している。一方，オクラの作付面積は，0.4 ha を超えるこ
とはなく，あくまでも自家消費が主目的とされている。そ
の他にもトウガラシ，ダイズ，コメ，トウジンビエなどの
作物が 1～4 年間作付けされたが，これらの作物の作付面
積は，2 つの例外（2005 年のトウジンビエ；1.0 ha，2005
年のトウガラシ；0.8 ha）を除き，0.5 ha 以下にとどまっ
ている。このコンパウンドは，家長および年配の農民によ
るトウモロコシの作付面積が比較的大きいことからトラク
ターを継続して利用してきたが，2006～2008 年には畜力
も利用されていた。しかし，2008 年以降に農民数が徐々
に減少していく中で，2009 年には畜力の利用を中止し，
大部分の農民がトラクターを利用するようになった。一方，
コンパウンドの化学肥料の利用は，調査の期間を通して
NPK もアンモニアも利用者数が少ないものの，農民数が
減少しているため利用割合は大きくなってきている。化学
肥料が投入された作物はトウモロコシに限定されており，
自家消費向け食料作物の土地生産性を向上させ，家族の食
料を確保するための努力が図られている。そのため，コン

表 8　T 村および G 村のトラクターおよび畜耕利用の推移 表 9　T 村および G 村における化学肥料，農薬，厩肥の推移
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パウンド全体のトウモロコシの収穫量は，農民数が減少し
た 2011 年でも 1,560 kg を超えており，単収も 1,300 kg/ha
に近い値を示している。このコンパウンドは，2009 年と
2010 年の化学肥料投入量が非常に少なかったため，単収
がそれぞれ 860 kg/ha，770 kg/ha であったが，2011 年に
化学肥料の投入量を増やすことで，生産量を増加させた。
また，農薬の利用は，2009 年から利用が開始されているが，
利用者は 1 名のみである。厩肥の利用は，2005 年と 2006
年は 4 割以上の農民が利用していたが，2007 年以降は，1
名の利用にとどまっている。したがってこのコンパウンド
では，農民数と土地利用面積が減少していく過程で自家消
費向けの食料を確保するために，内給財である厩肥の利用
を減らし，外給財である化学肥料や農薬の利用を優先した
のである。
　次に T- 3 のコンパウンドに注目すると，このコンパウ
ンドは T- 4 のコンパウンドと同様に農民数の減少に対応
して，畜力の利用を減らしトラクターの利用を増加させた。
また，このコンパウンドでは，従来，厩肥を利用していな
かったが，近年では土地生産性の向上を図るために化学肥
料を積極的に使用するようになった。このコンパウンドの
農民数は，2005 年の 7 人から 2006 年に 10 人まで増加し
たが，2007 年以降は徐々に減少し，2011 年は 6 人であった。
農民数の減少の理由は，調査期間中に 1 度行った分家によ
り，複数の農民が新しいコンパウンドに移転したためであ
る。2005 年のコンパウンド全体の土地利用面積は 9.8 ha
であったが，2006 年以降は減少傾向を示し，2008 年には
一時 3.8 ha まで減少したものの，それ以降は毎年 5.3 ha 前
後の利用となっている。栽培作物は，トウモロコシ・ヤム
イモ・キャッサバ・ラッカセイ・トウガラシ・オクラの作
付けを毎年行っていた。食料作物であるトウモロコシの作
付面積は 2008 年の例外（0.6 ha）を除き，毎年 1.2 ha を作
付けしていたが，キャッサバの作付面積は 0.2～1.4 ha と
増減を繰り返している。一方，販売作物であるヤムイモの
作付面積において 1.0 ha を上回っているのは 2007 年

（1.2 ha）だけであり，それ以外の年は 0.6～0.9 ha にとどまっ
ている。ラッカセイの作付面積はピーク時に 3.0 ha（2006
年）を示していたが，2011 年は 1.6 ha にとどまっている。
このコンパウンドでは，トウモロコシの栽培を家長に任せ
ており，キャッサバの栽培も家長と年配の農民が行ってい
る。一方，ヤムイモは男性の農民が栽培を行い，ラッカセ
イは若年男性と女性の農民が行っている。そのため，2007
年頃までは食料作物よりも販売作物の栽培面積が大きく
なっていたが，農民数の減少にともなって，販売作物の栽
培面積の割合が減少傾向を示している。また，トウガラシ
やオクラの作付面積は小さく，大きい年でも 0.6 ha 程度で
ある。その他の作物としてはバンバラマメ・ダイズ・ササ
ゲなどの豆類やトウジンビエ・モロコシ・コメの栽培が行
われているが，いずれの作物も継続した栽培は行われてお
らず，面積も 0.6 ha 以下にとどまっている。このコンパウ
ンドは，家長のトウモロコシ栽培とその他の農民のラッカ
セイ栽培にトラクターもしくは畜力を利用してきたが，有
料のトラクターを利用するか無料の畜力を利用するかはそ

れぞれの農民の判断により決定が行われてきた。しかし，
2007 年以降に農民数が徐々に減少していく中で，畜力の
利用は次第に減り，多くの農民がトラクターを利用するよ
うになったものの，2011 年にはトラクターの利用も畜力
の利用も少なかった。また，このコンパウンドの化学肥料
の利用は，2008 年を除き NPK の利用割合が大きいのに対
し，アンモニアの利用者数は少なかった。化学肥料が投入
された作物は，トウモロコシのみで，このコンパウンドで
も家族の食料確保が優先されている。コンパウンド全体の
トウモロコシの収穫量は，作付面積が極端に小さかった
2008 年（522 kg）を除くと，ほとんどの年で 2,000 kg を
超えており，どの年の単収も 1,000 kg/ha 以上となってい
る。さらに化学肥料の投入量を増加させた 2009 年以降は，
単収が 1,200 kg/ha を超えるようになり，2011 年のそれは
1,900 kg/ha を超えた。しかし，農薬の利用はあまり多く
なく，利用が始まったのも 2010 年以降である。厩肥の利
用は，2006 年に農民の 7 割が利用したものの，それ以外
の年は 1～3 人の利用にとどまっている。したがって，こ
のコンパウンドでも，農民数が減少していく中で，食料作
物の収穫を安定させるために，外給財を積極的に導入しつ
つあることがうかがえる。
　以上のように，T 村では，トラクターもしくは畜耕の利
用によって労働の省力化を図ってきた。トラクターと畜耕
のどちらを利用するかまたは両方を使うかについては，そ
れぞれの農民の判断によって決定されていた。しかし，近
年は，コンパウンドの労働力の変化（農民数の減少）にと
もなって，畜耕を利用する農民が減少し，トラクターを利
用する農民が増加する傾向が強まっている。さらに，各コ
ンパウンドの農民数と土地利用面積が減少傾向を示す中
で，自家消費向けの食料を確保するために，内給財よりも
外給財の利用が優先されつつある。
　一方，G 村の各コンパウンドにおけるトラクター利用の
増減は畜耕利用の増減と対照的な傾向を示しているが，化
学肥料の利用は，どのコンパウンドでも利用者の割合が少
ない。
　G-1 のコンパウンドは，もともと農民数が少なく，不足
する労働力を補うために畜力やトラクターを利用していた
が，近年は，トラクターのみを利用するようになった。ま
た，厩肥はほとんど利用されてこなかったが，近年は化学
肥料の利用が増加している。このコンパウンドの農民数は
2005 年の時点で 4 人であったが，2009 年には 2 人まで減
少し，2011 年でも 3 人にとどまっている。土地利用面積は，
2005 年の 6.1 ha から 2006 年には 8.1 ha まで増加したが，
農民が 2 人しかいなかった 2009 年には 1.6 ha にとどまり，
2011 年でも 3.2 ha となっている。2005～2011 年の栽培作
物は，トウモロコシ・ヤムイモ・ラッカセイ・オクラの作
付けを毎年行っており，コメの作付けも 2009 年以外は行っ
ているものの，それぞれの作物の作付面積は安定していな
い。G 村は T 村と異なり，キャッサバを栽培するコンパ
ウンドは少なく，ヤムイモが自家消費向けの食料作物に位
置づけられている。このコンパウンドの食料作物の作付動
向をみると，トウモロコシは，ピーク時の作付面積が 2.8 ha
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（2007 年）なのに対し，最も小さい年の作付面積は 0.8 ha
にとどまっていた。またヤムイモの作付面積は，あまり増
減が激しくないものの，その面積は 0.4～0.8 ha であった。
販売作物であるラッカセイの作付面積は，2005～2007 年
には 2.0～3.2 ha が作付けされていたが，2008 年には 1.0 ha
になり，2009 年以降は 0.2 ha のみの作付けが続いている。
ヤムイモが食料作物に位置づけられている G 村では多く
の農民がコメを販売作物として栽培している。このコンパ
ウンドでもコメの作付けが積極的に行われており，2006
年（3.6 ha）・2007 年（0.6 ha）・2009 年（作付けなし）以
外は，毎年 1.2 ha の作付けが行われている。その他に毎年
作付けが行われているオクラは，作付面積も小さく（0.2
～0.4 ha），あくまでも自家消費が主目的となっている。ま
た，キャッサバ・トウジンビエ・トウガラシ・トマトも調
査期間中に作付けが行われたが，栽培は継続されておらず，
作付面積もトウジンビエ（2008 年；1.0 ha）以外は 0.4 ha
以下であった。このコンパウンドは，家長が食料作物の栽
培を行い，その他の農民が販売作物の栽培を行ってきたが，
2007 年以外は各農民がトラクターもしくは畜耕のいずれ
かを利用しており，2010 年と 2011 年は全ての農民がトラ
クターのみの利用となった。もともと農民数があまり多く
ないこのコンパウンドでは不足する労働力をトラクターや
畜力で補ってきたのであろう。また，このコンパウンドの
化学肥料の利用は，全く化学肥料が利用されなかった
2006 年を除き，調査期間中の NPK 利用者数はバラツキが
あり，アンモニアの利用者数は少なかった。化学肥料の投
入は，トウモロコシとコメに対して行われている。そのた
め，このコンパウンドでは家族の食料を確保すると同時に，
現金所得の獲得向上を目指した作物栽培も行われている。
トウモロコシの収穫量は，トウモロコシ畑が水害にあった
2008 年と作付面積が小さかった 2009 年を除き，1,500 kg
以上となっている。そのため，2005 年の時点でトウモロ
コシの単収は 1,200 kg/ha 程度であったが，化学肥料投入
量を増加させた 2011 年には 2,100 kg/ha を超えた。一方，
コメに対する化学肥料の投入量は 2005～2008 年まで少な
かったものの，2010 年以降には生産量が 1,700 kg を超え，
単収も 1,400 kg/ha を示している。しかし，このコンパウ
ンドでは農薬の利用者がほとんどおらず，利用されたのは
2007 年の 1 名のみであった。厩肥の利用も調査期間を通
して少なく，2005 年および 2009 年が 2 名，2006 年が 1 名
のみであった。つまり，もともと農民数の少ないこのコン
パウンドでは内給財の厩肥よりも外給財である化学肥料利
用を増大させて食料作物を確保しながら，販売作物の生産
量も増大させる努力を行っている。
　次に G-3 のコンパウンドに注目すると，農民数の増減が
少ないこのコンパウンドでは，畜力の利用が減少し，トラ
クターの利用が増加した。このコンパウンドは，G-1 のコ
ンパウンドとは異なり，以前より厩肥や化学肥料の投入に
より土地生産性を維持する努力が行われてきたが，実際に
は食料作物に対する化学肥料の投入は減少し，販売作物に
対する化学肥料の投入が増加している。G-3 のコンパウン
ドの農民数は，2005～2011 年の増減はあまり大きくなく，

4～6 人であった。調査期間中の土地利用面積は比較的変
動が大きく，4.2 ha しか利用されなかった年（2010 年）も
あれば，8.6 ha 利用された年（2006 年）もあったが，全体
的には減少傾向を示している。このコンパウンドで毎年作
付けが行われた作物は，トウモロコシ・コメ・ヤムイモ・
ラッカセイであった。食料作物であるトウモロコシの作付
面積は変動が大きく，作付面積が 4.9 ha の年（2006 年）
もあれば，0.8 ha の年（2008 年および 2010 年）もあった。
また，ヤムイモの作付面積は，2005～2009 年は 1.0 ha 以
上の作付けが行われていたが，2010 年以降は 0.8 ha 以下
である。他方，販売作物であるコメの作付面積は，2006
年と 2007 年以外は 1.2 ha 以上であり，比較的安定した作
付けが行われている。ラッカセイの作付面積は変動が激し
く，0.8 ha の年（2009 年および 2010 年）もあれば 2.0 ha
を超える年（2005 年および 2007 年）もあった。その他の
作物としては，バンバラマメ・トウガラシ・オクラが 3～
4 年作付けされ，モロコシ・トウジンビエ・ササゲが 1 年
のみ作付けされたが，2 つの例外（2005 年のモロコシ；
0.8 ha，2008 年のトウガラシ；0.8 ha）を除くと，どの作
物も作付面積は 0.5 ha 以下であった。農民数があまり変動
していないこのコンパウンドは，食料作物であるトウモロ
コシやヤムイモは家長および年配の農民が栽培しているの
に対し，販売作物のコメやラッカセイは若年の農民と女性
の農民が栽培を行っている。2005～2008 年にトラクター
を利用していたのは家長のみであり，その他の農民は畜耕
を利用していた。しかし，2009 年以降は，畜耕を利用す
る農民はほとんどおらず，多くの農民がトラクターを利用
するようになった。この変化には，畜耕に必要な労働力を
軽減させるために，現金を支払うことでトラクターを利用
するという代替行為が行われているということが予測され
る。一方，このコンパウンドの化学肥料の利用は，調査期
間中の NPK・アンモニアの利用者数にバラツキがみられ
る。化学肥料の投入はトウモロコシが中心であったが，近
年は一部の農民がコメに対する NPK の投入量を増加させ
ている。したがって，当初，このコンパウンドでは家族の
食料確保が優先されてきたものの，近年は一部の農民が現
金所得の獲得向上を目指した作物栽培を進めている。コン
パウンド全体のトウモロコシの収穫量は，2005～2007 年
までは 2,400 kg を上回っていたが，畑の水害によって不作
であった 2008 年には一時期 1,200 kg 以下まで落ち込み，
化学肥料の投入量が減少した 2010 年以降は 600 kg 以下ま
で減少した。そのため，化学肥料の投入量が多かった
2005 年の時点ではトウモロコシの単収は 2,400 kg/ha を超
えていたが，化学肥料投入量が減少した 2011 年のそれは
500 kg/ha まで落ち込んでいる。一方，化学肥料の投入量
が増加しているコメは，2010 年以降の生産量が 2,000 kg
以上になり，単収も 1,400 kg/ha を超えている。さらに，
このコンパウンドは農薬利用者が比較的多く，2007 年以
外は 1～3 人の利用者がおり，とくに 2009 年以降は毎年 3
人が農薬を利用している。また，このコンパウンドでは，
化学肥料の利用者数が少ない年は厩肥を利用する農民が多
くなり，化学肥料の利用者数が多い年は厩肥を利用する農
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民が少ない。したがって，このコンパウンドでは，当初，
食料作物の収穫を安定させるために外給財を利用していた
が，近年は，むしろ販売作物の収穫を安定させるために外
給財が利用されていると考えられる。
　以上のことから，もともと T 村よりも各コンパウンド
の労働力が少ない G 村では，何らかの形で耕耘作業にお
ける労働力の省力化を必要としてきたため，その手段はト
ラクターと畜耕のどちらかを利用するという二者択一に
なっていた。しかし近年は，市場経済の浸透により，トラ
クター利用の傾向が強まっており，現金の支払いによって
労働力を軽減させるという労働の省力化が進んでいること
が考察された。また，G 村の化学肥料，農薬，厩肥の利用
は，各コンパウンドによって傾向が異なり，その利用の割
合も投入量にもバラツキがあるものの，コンパウンドに
よっては外給財と内給財のバランスを考慮しながらも農業
投入財を利用して食料を確保しつつ販売作物の栽培を強化
していた。

5． 結　　　論
　近年，ガーナには鉱物資源が豊かで農業生産ポテンシャ
ルの高い南部と鉱物資源もなく農業条件の悪い北部には地
域間の経済格差が存在し，さらに都市部と農村部でも経済
格差が存在している。そして，これらの経済格差は急速に
進む市場経済化によって，南部と北部，都市と農村という
マトリクス構造を形成させ，南部における都市部と北部に
おける農村部の経済格差を拡大させる傾向を強めている。
また，農村部では所得源としての農業の重要性は高く，そ
の重要度は近年むしろ高まっている。農村部では，所得レ
ベルが低いからといって農業から離れて非農業活動に移行
するといった傾向はみられず，むしろ農業への依存度は高
まっている。
　一方，ガーナ政府は，基幹産業である農業部門の開発の
重点課題として，① 人的資源と管理能力の開発，② 農業
信用の提供，③ 技術開発と普及，④ インフラ整備，⑤ 市
場アクセスの向上，⑥ 食料安全保障の確立，⑦ 潅漑開発
と管理，の分野を選択し，市場経済化を促進する政策を導
入した。しかし，未だに国内の農業生産性は低いため，近
年では，農業生産性の向上を目指して化学肥料や農薬の積
極的な輸入も行っている。しかし，ガーナ国内には栽培条
件や農業生産ポテンシャルの相違により南部と北部の間に
経済格差が存在しているため，コストのかかる外給財の導
入に対する農民の反応は，当然異なる。
　ガーナ北部の農民は，こういった社会情勢の変動に対し，
それぞれの農村やコンパウンドのおかれた状況に応じて，
変化に柔軟に対応しながら農業を営んでいる。
　市場経済化が急速に進む中で，ガーナ北部の農民が農業
に投入する労働力や投入財の利用をどう変化させているか
に焦点を当てた今回の調査分析をまとめると，以下のよう
になる。
①　T 村・G 村の調査対象農民が利用する労働力の中心は

家族労働であり，その他の労働力の利用は，家族労働
が安定的に供給できているかどうかによって異なるこ

とが明らかとなった。とくに賃労働に関しては，T 村
では農民数に対し賃労働を利用する割合が小さく，G
村では，賃労働を利用する割合が比較的大きい。また，
農民数が比較的安定している T 村では，労働力が家
族労働である程度まかなえているのに対し，G 村では
家族労働の供給の不安定を賃労働で補っている。

②　トラクター利用と畜耕利用の推移について，T 村の農
民は畜耕よりもトラクターの利用を希望する農民が多
いのに対し，G 村の農民はトラクターよりも畜耕を利
用する傾向が強いという異なる方向を示した。しかし
各農村のコンパウンドレベルでその動向を確認する
と，T 村のコンパウンドでは，トラクターもしくは畜
耕の利用によって労働の省力化を図っているが，どち
らを利用するかまたは両方を使うかについは，コンパ
ウンドの労働力の変化と関係している可能性が高いの
に対し，労働力が比較的少ない G 村では，何らかの
形で耕耘作業における労働力の省力化を必要としてい
るが，その手段はトラクターと畜耕のどちらかを利用
するという二者択一になっている可能性が高いことが
示唆された。

③　T 村では化学肥料・農薬の利用者が増加し，厩肥の利
用が減少傾向を示している。一方の G 村では相対的
に化学肥料，とくに NPK への依存度が徐々に増加し
てきており，厩肥の利用に大きな変化はみられない。
とくに T 村では，厩肥という内給財よりも化学肥料
や農薬という外給財の利用を優先する傾向が強まって
きているのに対し，G 村では，内給財および外給財の
バランスを保ちながら，化学肥料や農薬，そして厩肥
といったある一定の農業投入を維持していることが明
らかとなった。

　以上のように，T 村および G 村で著者が実施した調査
から明らかとなったのは，農作業に利用する労働力の種類，
農作業を省力化させるための人力以外の労働力利用，そし
て単収を増加させるための農業投入財の利用などが変化し
つつあるということであった。この変化の大きな要因には，
コンパウンドにおける農民数の減少による農業労働力確保
の不安定性という問題や，近年の人口増加による土地の細
分化と土壌栄養分の低下による単収の低下という問題が存
在する。こうした大きな問題に対し，ガーナ北部の農民は，
農業を主体とする自分たちの生計を維持するために，不足
する人的な労働力を人力以外の労働力で補い，内給や外給
の投入財を利用することである一定の生産量を維持してい
るのである。つまり，市場経済化が進むガーナ北部の農村
では，それぞれの農民が外部環境の変化に柔軟に対応しな
がら，農業を主体とした生計を維持し続けているのである。
　しかし，不安定で厳しい環境条件下で農業を営むガーナ
北部農民の外部環境変化に対する対応が，最終的にガーナ
南部のような販売向け作物生産を主体とする農業の展開に
まで結びつくとは想像しづらい。島田44）は，アフリカの
農村部において，市場経済の浸透という外部環境の変化に
対し，農民たちが「変わり身の速い」変化を遂げているも
のの，その速さとは，長期間続けられてきた農業を放棄す
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る速さではなく，あくまでも農業以外の活動を追加的に加
えていく速さであることを指摘している。つまり，アフリ
カの農民は，それまで維持され続けてきた農業生産の基礎
的な部分をなす自家消費向けの食料作物生産を放棄して，
一気に別の活動に重心を移すことはないということであ
る。
　とはいえ，ガーナ北部の農村部でも急速に進む市場経済
化は，少なからず彼らの農業を変化させつつある。しかし，
この変化は，あくまでも外部環境の変化に対する彼らの柔
軟な対応であり，その進む先に安定的な農業開発の方向性
が示されているわけではない。そのため，変化の時期を迎
えている今こそ，改めてガーナ北部の農業を詳細に把握し，
単に先進諸国の経験を基にした新しい栽培技術の導入と生
産拡大といった農業開発ではなく，長年営まれてきた農業
をベースとした技術の改善を遂行していくことが最も重要
であろう。
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Summary：In Ghana, the disparity between the southern and northern regions is expanding. As the 
market economy progresses in northern Ghana, rural social customs and agricultural technology are 
changing. Based on data derived from the survey conducted in rural northern Ghana, this paper reveals 
the process of transformation of agricultural technology and of the change in the use of agricultural 
inputs by farmers under the penetration of the market economy.
　Farmers in northern Ghana responded flexibly to the expansion of the market economy and changes in 
the external environment. For example, they compensated for labor shortage with a tractor or bullocks, 
and crop production levels were maintained by the use of inputs such as chemical fertilizers and compost. 
On the other hand, farmers never abandoned the production of crops for their own consumption. Food 
crop production for own consumption remained their priority, and farmers used non-agricultural activities 
and cash crop production as supplementary income sources. Although the rapidly expanding market 
economy in northern Ghana affected various practices of agricultural production, it did not fundamentally 
transform the subsistence-oriented agriculture, and farmers responded to the changing environment with 
flexibility. It is necessary to grasp in detail the change and continuity of farming　systems in Northern 
Ghana in order to carry out the traditional agricultural technology improvements.

Key words：Northern Ghana, Expansion of regional disparities, Penetration of market economy, Change of 
agricultural technology
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